
第 7章

労働者保護と貧困削減

湊　一 樹

はじめに

　開発途上国を含む多くの国々では，労働市場を規制するためのさまざまな

法律や制度が設けられている。労働者に対して法的な保護を与えることを目

的とするこれらの法制度は，労働という生産要素が持つそれ特有の性質によ

って正当化されている。しかし，その一方で，規制が行われることで労働市

場の機能が著しく歪められ，雇用や賃金の水準だけでなく企業の生産活動に

まで悪影響を及ぼしているという議論が盛んに行われている。

　また，海外からの直接投資を呼び込むことで，輸出指向型の開発戦略によ

る経済成長を実現しようとする開発途上国にとっては，労働市場を規制する

ための法律や制度をめぐる議論はさらに重要な意味を持つものと考えられる。

なぜなら，投資の誘致を進めるために労働規制を緩和する方向に進んだ場合

には，国内の労働者だけでなく国際機関，先進諸国，NGOなどから，国際

労働基準の順守をめぐって厳しい批判を受ける可能性がある一方，労働規制

を強化する方向に進んだ場合には，それが障害となって海外からの投資がよ

り労働規制の緩やかな他国へと流出してしまうのではないかという懸念が存

在するからである。

　このような問題意識から，労働法制が労働市場および生産活動にどのよう

な影響を与えているのかという点について数多くの実証研究が行われてきた。
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しかし，膨大な研究の蓄積にもかかわらず，この点に関して実証的な確証を

得るまでには至っていない。さらに，労働法制が経済活動に与える影響につ

いて分析した既存の実証研究は，欧米の先進諸国を対象とするものがその中

心であり，開発途上国における労働法制の影響に関する実証研究はそれほど

多いとはいえないのが実情である。

　本章では，労働法制が経済活動に与える影響を実証的に分析した既存研究

を批判的に検討することを通して，開発途上国の貧困削減に対して労働者保

護が果たす役割について議論する。具体的には，本章は以下の 2つの点を強

調する。第 1に，先進国における労働法制の影響に関する実証研究に共通す

る問題点を整理し，開発途上国における労働法制の影響を分析する場合にも

同様の問題が起こりうることを示す。第 2に，開発途上国における労働法制

の影響を分析する際には，「法制度の履行」の問題を考慮することが不可欠

であることを指摘する。以上の議論を通して，開発途上国の貧困削減に対し

て労働者保護を目的とした法律・制度が果たす役割はかなりの程度限定的で

あり，労働者保護について緩和を求める側も強化を求める側も，労働法制が

経済全体に与える影響を実態よりも過大に評価している可能性があることを

指摘する。

　本章の構成は以下のとおりである。第 1節では，労働者を保護するために

設けられている法律や制度を概説した後，それらが経済活動に及ぼす影響を

めぐって行われている議論について触れる。第 2節では，研究の蓄積が比較

的進んでいる先進諸国の事例を通して，労働者保護が経済活動に与える影響

に関する実証研究に共通する問題点を指摘する。さらに，開発途上国におけ

る労働法制の役割を考える際に，「法制度の履行」の問題を考慮する必要性

があることを強調する。第 3節では，前節での議論の 2つの論点を具体的に

示すためにインドの労働法制を取り上げ，関連する実証研究を検討する。
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第 1節　労働者保護をめぐる議論とその背景

1．労働法制の概要

　開発途上国を含む多くの国々では，労働者に対して法的な保護を与えるた

めに，労働に関するさまざまな法律や制度が設けられている。それらは，大

きく分けて以下の 4つに分類される（Botero et al.［2004］，Freeman［2009］，

World Bank［1995］）。

　第 1に，雇用者に比べて弱い立場にある労働者の権利を保護するために，

雇用関係における雇用者の権限に一定程度の制限が設けられている。最も典

型的な例としては，雇用者側の一方的な都合によって突然解雇されることが

ないよう労働者を法的に保護する解雇規制を挙げることができる⑴。また，

解雇された労働者への退職手当（severance pay）の支払いを雇用者に義務付

ける法令なども，雇用者が行使する解雇権に対する実質的な制約として機能

している。

　第 2に，労働組合の存在と役割について法的な裏付けが与えられている。

労働者が労働組合を結成する権利や労働組合が雇用者側と労働条件について

団体交渉を行う権利は，多くの国々で法的に保障されている。また，雇用者

側が労働組合との団体交渉に応じることを義務付ける法令も広くみられる。

さらに，争議（ストライキ）を行う権利を認める法令や，争議の際に雇用者

側が労働者を職場から締め出すこと（ロックアウト）を禁止する法令なども，

労働者が集団として行動する権利を保障している。

　第 3に，最低限の雇用条件や労働環境が労働者の基本的な権利として保障

されている。具体的には，最低賃金や労働時間に関する規制，各種休暇（有

給休暇，出産休暇，育児休暇など）の取得の保障，雇用者に対する衛生面や安

全面での基準の義務付けなどが挙げられる。また，児童労働を制限する法令

や特定の労働者に対する差別的な扱いを禁止する法令なども，労働者の基本
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的な権利を保障するためのものである。

　第 4に，何らかの理由で労働市場に参加することが困難な人たちに対して，

社会保障制度にもとづいて経済的な支援が行われている。たとえば，高齢者

や障害者などに支給される各種年金，失業者に対して支払われる失業給付，

病気や出産・育児などの理由で一時的に職場を離れざるをえない人たちへの

給付などがこれにあたる。

2．労働者保護についての論点

　労働は，土地や資本と並んで，多くの産業の生産活動において重要な役割

を果たす生産要素のひとつである。しかし，人間自身によって供給が行われ，

その対価として支払われる賃金から多くの人々（とくに，配当や地代を得られ

ない労働者）が必要不可欠な生活の糧を得ているという点で，労働は他の生

産要素とは大きく異なる特徴を有している。そのため，以上で説明したよう

に，労働法制が取り扱う範囲は広範に及んでいる。

　その一方で，労働者の権利を保護するような法律や制度が労働市場の機能

を歪め，経済全体に悪影響を及ぼしているという議論が研究者や政策立案者

などの間で行われてきた。つまり，労働市場への規制が強化されると雇用量

の調整にともなうコストが実質的に引き上げられるため，企業の労働需要が

抑制され，結果として労働市場における賃金と雇用の水準が低下してしまう

というのである。さらに，労働を生産要素として使用するコストが上昇する

と企業の生産活動が制約されるため，生産量，生産性，利潤などに悪影響を

及ぼすという議論も行われている（図 1）。また，過度の労働規制によって

図 1　労働法制，労働市場，生産活動の関連性

労働法制
(解雇規制など)

労働市場
(雇用，賃金など)

生産活動
(生産，投資など)

（出所）　筆者作成。
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雇用の流動性が失われ，不平等が固定化するという主張もなされている⑵。

つまり，労働者を保護するはずの労働法制が，その意図とは反対に労働者の

厚生を引き下げる役割を果たしているという議論が盛んに行われているので

ある。

　これに対して，労働法制の有効性を主張する立場からは，制度的な要因に

よる賃金の硬直性や職探しにともなうコストが存在するため，労働市場を十

分に規制しなければ社会的に最適な水準以上に過剰な解雇が行われ，社会全

体の厚生が損なわれてしまうという主張がなされている（江口［2004］，労働

政策研究・研修機構［2007］）。さらに，労働規制が弱い場合には，関税の引き

下げなどの貿易自由化政策が労働需要の弾力性を上昇させる効果はより一層

大きくなり，結果的に労働者側の交渉力の低下とそれにともなう厚生の悪化

を招くという指摘もある（Hasan et al.［2007］）。

　以上のように，労働者保護を目的とする法律・制度が労働市場や生産活動

に及ぼす影響については，理論的にはっきりとした結論は得られない。その

ため，欧米などの先進諸国の事例を中心に数多くの実証研究が行われてきた

のである。

第 2節　労働者保護が経済に与える影響

1．労働法制の効果に関する実証分析とその問題点

　先進諸国を分析対象とした Lazear［1990］をはじめとして，労働者保護

の効果に関する実証分析の多くは国際比較にもとづく研究である。しかし，

労働者保護の強さを表す指標を各国間で比較可能な形で作成することが容易

ではないなど，国際比較にともなう分析上の問題点が数多く指摘されている。

以下では，そのような問題が比較的少ないと考えられる設定を用いて労働法

制の影響を分析した実証研究をみていくことにする。具体的には，アメリカ
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の州の間での労働法制の違いを利用した研究を取り上げる。

　ヨーロッパ各国と比較して，アメリカの労働市場は規制が緩やかであると

考えられている⑶。その理由としてよく挙げられるのが，「任意雇用原則」

（employment-at-will doctrine）の存在である。これは，原則的に雇用者はいか

なる理由でも労働者を解雇することができるというものであり，雇用者が行

使する解雇権に対して成文法のうえでは制約が存在しないことを意味する。

しかし，1970年代に入ってから，任意雇用原則に例外を認める判決が各州で

立て続けに出されたため，慣習法のうえでは解雇権に対して一定の制約が加

えられるようになった。具体的には，「黙示的契約例外」（implied-contract ex-

ception），「公共政策例外」（public policy exception），「誠実・公正義務例外」

（good-faith exception）の 3つの例外規定が判例によって認められている⑷。

　任意雇用原則に対する例外規定の認定を労働者保護の強化と捉え，これに

よって労働市場がどのような影響を受けたのかを実証的に分析した研究がい

くつか存在する。たとえば，Miles［2000］は，例外規定の適用が労働市場

に影響を与えているという結果は得られないと結論付けている。また，Au-

tor et al.［2006］では，黙示的契約例外の適用によって雇用の水準（14～64

歳の人口に占める労働者の割合）が0.8～1.7％下落する一方で，その他の例外

規定の適用は雇用の水準に何ら影響を及ぼさないという実証結果が示されて

いる。さらに，Autor et al.［2006］は，いずれの例外規定も賃金の水準に対

して統計的に有意な影響を及ぼしていないと結論付けている⑸。したがって，

それぞれの研究において得られる実証結果に若干の違いはあるものの，任意

雇用原則に対する例外規定の適用が労働市場全体に与える影響はきわめて限

定的であることが分かる⑹。

　これらの研究は，分析対象が持っている以下のような制度的な設定を利用

することで，労働者保護の影響を実証的に検証しようと試みている。第 1に，

判例として認められている例外の種類が州によって異なるとともに，同じ例

外事項であっても有効性を認める判例が出されたタイミングが州によって異

なっている。そのため，それぞれの例外規定の有無について州の間での変動
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と時間を通しての変動の両方を利用して，労働者保護の影響を分析すること

ができる⑺。第 2に，一国内の複数の州を分析対象としているので，国際間

比較にもとづく実証分析と比べて，分析単位の間の異質性はそれほど大きく

ないと考えられる。また，すべての州が共通して受ける影響（マクロ経済の

変動や連邦政府の経済政策などの要因）をコントロールすることもある程度可

能である。第 3に，労働者保護の強さを表す指標の定義が比較的明確である。

国際比較を行う場合には，各国間での労働法制の違いを考慮するために複数

の構成要素を組み合わせて労働者保護の指標を作成することが必要であるが，

各構成要素にどの程度のウェイトを置くかによって分析結果が大きく変わる

場合もある。そのため，労働者保護の指標に恣意性の入りこむ余地が少ない

と考えられる設定の下で分析を行うことには大きなメリットがある。

　ただし，分析対象がこれらの利点を備えているかどうかにかかわらず，労

働法制が内生的に決まっている可能性は十分考慮されなくてはならない。た

とえば，産業振興に熱心に取り組んでいる政府ほど，労働規制の緩和と並行

して各種の産業政策を実施する傾向にあるような場合，産業政策の影響を考

慮しないで計量分析を行うと，労働法制の効果として求められた推定値は産

業政策の効果を含んでしまうため，労働法制が及ぼす影響を過大に評価して

しまうという懸念がある。実際，アメリカの州の間での特定の労働法制の違

い（right-to-work lawと呼ばれる法律の有無）が各州の生産活動にどのような

影響を及ぼしているかを分析した Holmes［1998: 672］は，労働法制の効果

として推定された値がその他の産業政策の効果も反映している可能性につい

て言及している。

2．開発途上国における法制度の履行

　労働者の権利を保護するための法律や制度が設けられているということは，

それらが政府や関係機関によって適切に履行されていることを必ずしも意味

しない。したがって，労働法制が履行されているかどうかに目を向けずにそ
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の有無だけに注目していると，労働法制が労働市場や経済活動に及ぼす影響

を分析したことにはならない。

　この点に注意を払いながら労働規制の効果を実証的に分析しているのが，

Caballero et al.［2004］である。この研究では，労働者保護の度合いが強ま

ることによって経済変動にともなう雇用調整が阻害されるかどうかは，法制

度の履行の状況に依存して決まるという実証結果が得られている。つまり，

法の支配が確立されている国々では労働規制が雇用調整を阻む要因となるが，

法制度の履行が適切に行われていないような国々ではそのような関係はみら

れないと結論付けている。

　法制度の履行が十分に行われていないために，労働者を保護するための法

律や制度が存在したとしても実際には効力を発揮していないという状況は，

開発途上国においてより頻繁にみられると予想される。図 2は，横軸に 1人

0

1

2

-2

-1

法
の
支
配

4 6 8 10 12

１人あたりGDP（対数表示）

図 2　経済水準と「法の支配」の関連性

（出所）　Kaufmann et al.［2009］のデータをもとに筆者作成。
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あたりの国内総生産（対数表示），縦軸に Kaufmann et al.［2009］によって作

成された「法の支配」（rule of law）の指標を取り，この 2つの変数の関連性

を世界85カ国について示したものである。一見して明らかなように，開発途

上国のなかでも，とくに低所得国では，法による支配が確立されていないこ

とが分かる⑻。

　したがって，開発途上国における労働者保護の効果を分析する場合には，

労働法制の内容だけでなく，法律および制度の履行状況というもうひとつの

側面を考慮に入れることが必要不可欠なのである。この点については，労働

者保護の強さを表す指標の内生性の問題とともに，次節でより具体的に議論

していく。

第 3節　開発途上国における労働者保護―インドの事例―

　インドでは，他の開発途上国に先駆けて比較的早い時期に工業化が始まっ

たため，労働法制の整備や労働組合の組織化がイギリスによる植民地期にす

でに行われていた。さらに，独立してから現在に至るまでにも，労働者の保

護を目的としてさまざまな法律や制度が施行されてきた（木曽［2003: 

188-198］）。そのため，インドは開発途上国のなかでも比較的厳しい労働規

制を設けていることで知られており，実証研究の対象としても頻繁に取り上

げられる国のひとつとなっている。

　本節では，前節での議論の 2つの論点をより具体的に示すために，インド

の労働法制に関する実証研究を検討する。

1．1947年労働争議法

　インドで施行されている各種の労働法制のなかでも，労働者の雇用の保護

に最も深く関係しているのが，「1947年労働争議法」（Industrial Disputes Act, 
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1947）である。同法は，労使間の交渉や調停・仲裁による労働争議の解決の

ための枠組みを定めるとともに，100人以上の雇用規模の事業所が一時解

雇・人員整理や事業所の閉鎖などを行う際には，政府から事前承認を得るこ

とを義務付けている。また，雇用規模が50人以上100人未満の事業所につい

ても，一時解雇・人員整理や事業所の閉鎖などの際には，政府への事前予告

や対象となる労働者への補償金の支払いが定められている⑼。したがって，

製造業の場合，未登録部門（動力を使用する場合は雇用規模10人未満，使用し

ない場合は20人未満）の企業は同法から直接的な影響を受けないが，登録部

門（動力を使用する場合は雇用規模10人以上，使用しない場合は20人以上）のな

かでも比較的規模の大きい企業は適用対象となる。

　政府による事前承認を義務付けていることからも明らかなように，労働争

議法は雇用者の解雇権に対して法律のうえで大きな制約を課している。その

ため，インド経済の成長をさらに進めるためには，労働争議法の改正（たと

えば，適用対象となる事業所の雇用規模の引き上げ）をはじめとする規制緩和

によって労働市場の効率性を高めることが不可欠であるという議論が以前か

ら行われてきたのである（Sundar［2005］，Sharma［2006］）。

2．労働法制が製造業に与える影響

　労働争議法が経済活動にどのような影響を与えてきたのかという点につい

て実証的な分析を行った研究として，Besley and Burgess［2004］を挙げる

ことができる。この研究の特色は，1947年に中央政府によって労働争議法が

制定されて以降，州政府が独自に法改正を行うことが憲法で許されていたと

いう制度的な側面に着目している点である。つまり，州の間で労働争議法の

内容が異なっていることを利用して，同法の効果を実証的に分析しようと試

みているのである。また，分析対象となっている製造業の生産活動に大きな

影響を与えていた産業政策（とくに，後述する「産業ライセンス制度」）は，制

度上は中央政府によって統制されていたため，州政府は労働関連の法制度以
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外の点で製造業の生産活動に重大な影響を与えなかったと想定されている。

　Besley and Burgess［2004］は，以下のような 2つの仮説の実証的検証を

試みている。第 1に，「労働法制によって労働者が手厚く保護されているほ

ど，企業にとって雇用の調整にともなう費用が大きくなるため，登録部門の

生産額，雇用量，工場数，生産性はより大きな負の影響を受ける」という仮

説である。第 2に，「労働法制によって労働者が手厚く保護されているほど，

生産活動への制約を避けるために雇用規模を拡大することなく未登録部門で

生産活動を続けようとする誘因がより大きくなる」という仮説である。

　これらを実際に検証するために，Besley and Burgess［2004］は，各州で

労働争議法が改正されるたびにそれが「労働者寄り」（pro-worker）の改正で

あるのか「雇用者寄り」（pro-employer）の改正であるのかに応じてスコアを

付け，その累積値を労働法制の厳しさを表す指標として説明変数に加える。

そして，1958～1992年の登録部門と未登録部門の生産額，雇用量，工場数，

生産性などの変数を被説明変数として計量分析を行い，以下のような実証結

果を得ている。

　第 1に，労働法制が労働者寄りである州ほど，登録部門の生産額，雇用者

数，固定資本額，工場数などの水準がより低くなる傾向にある。州政府が労

働法制を労働者寄りに改正すると，登録部門の製造業の生産額は約10～18％

減少するという統計的に有意な結果が得られる。また，最も労働者寄りの労

働法制を持つと判断されている西ベンガル州をサンプルから除いて推定した

場合でも，まったく同様の実証結果が得られる。

　第 2に，労働法制が生産活動に与える影響は統計的に有意であるだけでな

く，実際の影響の大きさという意味でも重大なインパクトを持っている。こ

の点を確認するために，各州が中立的な労働法制を維持するという仮想的な

シナリオを考え，その場合の登録部門の生産額・雇用者数と実際の数値の間

にどの程度の隔たりがあるのかを求めている。たとえば，労働者寄りの西ベ

ンガル州の場合，もし中立的な労働法制を維持していたならば，1990年の実

際の値よりも生産額で24％，雇用者数で23％高い水準にあったと推定される。
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　第 3に，労働法制が労働者寄りである州ほど，未登録部門の生産額がより

大きくなる傾向にある。具体的には，州政府が労働法制を労働者寄りに改正

すると，未登録部門の製造業の生産額は約 8～ 9％増加するという結果が得

られる。ただし，この結果が 2番目の仮説を支持しているという結論には大

きな疑問が残る。なぜなら，労働法制が適用される境界（雇用規模50人また

は100人）は，登録部門と未登録部門の境界（雇用規模10人または20人）より

もかなり高いため，労働争議法の厳しさが未登録部門にとどまるかどうかと

いう企業の選択に影響を与えるとは考えにくいからである⑽。

　第 4に，労働法制が労働者寄りである州ほど，製造業が集中する都市部で

の貧困人口比率が高くなる傾向にある。その一方で，農村部の貧困人口比率

や全体的な貧困率と労働法制との間には相関関係が認められないことから，

労働法制の指標が州政府のガバナンスや貧困対策への取り組みなどの代理変

数の役割を果たしている可能性を排除している。これらの結果から，労働者

保護は貧困削減に負の影響を及ぼしていると結論付けている⑾。

　さらに，Besley and Burgess［2004］以外にも，インドにおける産業自由

化政策の効果が各州の労働法制とどのような関係にあるのかを分析した

Aghion et al.［2008］のような実証研究もみられる。この研究の背後にある

のは，市場競争を促進するために導入される自由化政策の効果は，技術水準

や制度的条件に依存するため一様ではないという議論である（Acemoglu et 

al.［2006］，Aghion and Griffith［2005］）。

　独立後のインドでは，「1951年産業（開発・規制）法」（Industries［Develop-

ment and Regulation］Act, 1951）により，雇用規模が一定以上（動力を使用する

場合は50人以上，使用しない場合は100人以上）の企業は，工場の新設，規模の

拡張，新規商品の生産を行おうとする場合には，中央政府に設けられた複数

の委員会による申請の承認と「産業ライセンス」（industrial license）の交付を

通じて，公的な許可を得ることが義務付けられていた。そのため，産業ライ

センス制度は，経済計画によって設定された目標に沿った形で民間部門の投

資を規制するための手段として用いられた（下山・佐藤［1986］）。しかし，
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1980年代中頃になし崩し的に始まり1991年の経済危機以後に本格化した経済

自由化によって，産業政策の枠組みも規制を撤廃する方向へと進んでいった。

ライセンス制度の場合，1985年に 3桁分類の全産業の約 3分の 1が，そして，

1991年の本格的な自由化によってさらに全産業の約 2分の 1が規制の対象か

ら除外されるに至った（Aghion et al.［2008］）。

　Aghion et al.［2008］は，「ライセンス制度の廃止が登録部門の製造業に与

える効果は各州の労働法制の厳しさに依存するため，同じ産業であってもそ

の影響はすべての州について一様ではない」という仮説を検証するために計

量分析を行い，以下のような結果を得ている。第 1に，ライセンス制度の廃

止が登録部門の製造業の生産額に与える平均的な効果は，統計的に有意では

ない。つまり，インド全体の平均でみた場合，ライセンス制度の廃止が登録

部門の製造業の生産増に貢献したという結果は実証的には得られないのであ

る。第 2に，ライセンス制度の廃止による生産額，雇用者数，固定資本額の

伸びは，労働法制が雇用者寄りの州の方が労働者寄りの州よりも大きい傾向

にある。したがって，労働者寄りの労働法制が製造業に及ぼす負の影響は，

ライセンス制度の廃止によってさらに深刻化したという結果が得られるので

ある。以上の実証結果から，ライセンス制度の廃止による登録部門の製造業

への影響は，各州の労働法制の在り方の違いに大きく依存していると結論付

けている。

3．労働法制は本当に重要なのか

　しかし，Besley and Burgess［2004］および Aghion et al.［2008］では，前

節で議論したような法制度の履行という観点が十分に考慮されているとはい

えない。なぜなら，これらの研究は，労働争議法を改正している州ではその

内容に従って法律の履行が適切に行われているということを暗黙のうちに議

論の前提としているからである⑿。

　ところが，実際には，労働争議法が定める規定に従って解雇などの手続き
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を行う例は全国的にみても極めて少なく，多くの企業は法律に抵触しない形

で雇用調整を行っている。たとえば，1992年 1月から1997年 8月までの約 5

年半の間に，中央および州政府に人員整理・一時解雇の許可を求めた企業の

数は全国でそれぞれ87件と128件で，そのうち許可が与えられた例は，それ

ぞれ21件と39件にすぎなかった（木曽［2003: 224-225］）。労働争議法の適用

対象となる事業所では，希望退職者の募集によって雇用調整を進めるといっ

た合法的な手段が積極的に採られている。さらに，雇用者側がロックアウト

によって工場閉鎖や一時解雇を偽装するといったように，法の抜け道を巧み

に活用して人員の合理化が行われているとの指摘もある（木曽［2003: 

227-230］）。つまり，労働争議法の内容が「労働者寄り」か「雇用者寄り」

であるかにかかわらず，その規定に従って人員の合理化を行うことが制度上

きわめて困難であるため，法律に抵触しないような範囲で代替的な手段が一

般的に用いられていると考える方が妥当なのである。

　では，なぜ Besley and Burgess［2004］および Aghion et al.［2008］は労

働法制が経済活動に重大な影響を与えているという実証結果を得ているのだ

ろうか。この疑問を考えるうえで重要なのが，すでに指摘したように，「産

業ライセンス制度をはじめとする産業政策は中央政府によって統制されてい

たため，各州政府は法改正を行うことができる労働関係以外の点では同一の

産業政策の枠組みに直面していた」とこれらの研究が仮定しているという点

である。実際は，このような一見もっともらしい仮定には大きな疑問符が付

く。なぜなら，Sinha［2005］が明らかにしたように，中央政府によって統

制されていた産業政策の枠組みのなかであっても，州政府が役割を果たす余

地は十分あったからである。つまり，各州政府の対処の仕方によって，製造

業の生産活動に対する中央政府の産業政策による制約の強さも異なったもの

になるというのである。

　Sinha［2005: 63-72］は，以下の 2つの点を具体的に指摘している。第 1

に，中央政府によって行われるライセンス申請の審査のプロセスに，州政府

が直接働きかける余地があったという点である。ライセンス制度の下では，
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中央政府のなかに設けられた複数の委員会でライセンス申請の審査が行われ，

それに合格すると「内示」（Letter of Intent）が出されるという仕組みになっ

ていた。このプロセスで，州政府の代表者が委員会での審査に直接参加して

意見を述べる機会が許されていた。また，自州への申請の動向を随時チェッ

クし，委員会へ積極的に働きかけを行っていた州や，官僚のネットワークを

活用して他州の投資状況を探っていた州も存在した。

　第 2に，最終的に投資が行われるまでには，州政府もさまざまな手続きや

意思決定をする必要があったという点である。ライセンスを申請した企業が

内示を受けてから産業ライセンスを獲得し，さらに実際に投資を行うまでに

は，いくつもの手続きを踏まなければならなかった。そのなかには中央政府

と州政府が共同で行うものや州政府が独自に行うものが含まれていた。たと

えば，建設用地の確保，電力の供給，原材料の供給などの手続きについては，

州政府の許可を得ることが定められていた。そのため，各州政府がこれらの

手続きを適切かつ迅速に処理していたかどうかが，内示がライセンスに変換

され，企業による投資が実際に行われるための重要な鍵であったというので

ある。

　つまり，複雑なライセンス制度には，州政府が中央で行われる決定プロセ

スに介入したり，直接決定を下したりすることができる余地が数多く残され

ていたため，中央政府が必ずしも独占的な役割を果たしていたわけではなか

ったのである。実際には，中央政府による産業ライセンス制度は「穴だら

け」（porous）の制度であったため，ライセンス制度の趣旨と制度の運用の間

に大きな隔たりが存在していたのである。

　Sinha［2005］が指摘するように，州政府が産業政策の面で主体的な取り

組みを行う余地があったのであれば，Besley and Burgess［2004］による実

証結果も慎重に見直す必要がある。なぜなら，登録部門の製造業に直接影響

を与える各州政府の取り組みと労働法制の間に何らかの相関がある場合，労

働法制が製造業に与える効果が正確に推定されないからである。たとえば，

民間投資の誘致に熱心に取り組む州ほど，労働法制を雇用者寄りに改正する
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傾向にある場合，労働法制が登録部門の製造業に与える効果として推定され

た値は投資誘致への取り組みによる効果も含んでしまうため，労働法制の効

果を実際以上に過大に評価している可能性が疑われるのである。

　また，経済自由化後の変化についても，Sinha［2005］は興味深い議論を

展開している。経済自由化によって中央政府による制約から解放された州政

府は，国内外の企業から投資を呼び込むための取り組みを自由に行うことが

可能になった。しかし，ライセンス制度の下で形成された「制度的遺産」が，

自由化後の投資誘致の取り組みに大きな影響を及ぼしている。つまり，自由

化以前にすでに投資誘致への取り組みを積極的に行っていた州は，知識の蓄

積を持つ専門の部署や人員を活用して，民間企業への情報提供や関連する手

続きの処理などをより効率的に行うことができるため，自由化以前に投資誘

致をした経験の少ない州に対して有利な立場に身を置くことができる。した

がって，経済自由化が製造業の生産活動に与える影響は各州について一様で

はなく，自由化以前の各州の投資誘致への取り組みに依存している可能性が

ある。以上の議論を考慮すると，Aghion et al.［2008］が主張するように，

労働法制の影響によって雇用者寄りの州の方が自由化による恩恵をより多く

受けたのではなく，投資を誘致するための政策の一環として労働法制を雇用

者寄りに改正してきた州は，自由化以前から誘致に熱心に取り組んできた州

であるため，自由化後にその経験とノウハウの蓄積を生かしてより一層多く

の投資を州内に誘致することに成功したと考えることができるのである。

　したがって，労働法制の在り方が製造業部門の生産活動や都市部での貧困

人口比率に重大な影響を与えているとする Besley and Burgess［2004］およ

び Aghion et al.［2008］の実証分析の結果は，各州政府の産業政策への取り

組みの違いを反映しているにすぎない可能性が高いのである。
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おわりに

　労働者を保護するために設けられている法制度が労働市場および生産活動

に与える影響に関して，これまでにも盛んに議論が行われてきた。その結果，

欧米の先進諸国の事例を中心に膨大な数の実証研究が蓄積されてきた。しか

し，それにもかかわらず，計量分析を行ううえでの技術的な問題やデータ上

の制約などのために，「労働者保護は結果的には経済全体に悪影響を及ぼし

てしまう」という議論について実証的な確証を得るまでには至っていない。

そのため，近年の実証研究では，産業別のデータや企業別のデータを用いる

ことでよりミクロのレベルで実証分析をしようとする試みが行われている。

また，賃金や雇用への影響を分析する場合でも，労働法制がすべての労働者

に及ぼす平均的な効果をみるだけにとどまらず，異なる属性（性別，年齢，

教育水準など）を持つ労働者の間での労働法制の効果の違いに焦点を当てる

研究も行われている（Autor et al.［2006］）。つまり，労働市場の規制は「良

い」のか「悪い」のかという二分法にもとづく単純化された議論から，どの

ような属性を持つ企業や労働者が労働法制による影響を受けやすいのか，と

いうより緻密な議論が行われるようになってきているのである。

　さらに，開発途上国における労働者保護については，一般的にこれらの

国々では法制度の履行に大きな問題があることから，労働法制が施行されて

いたとしてもそれが実際には十分な効力を発揮していないとする議論がいく

つかの研究で提示されている。それに加えて，開発途上国（とくに，低所得

国）では大多数の労働者が農業部門または未組織部門に属しているため，組

織部門の労働者を主な対象とする労働規制の恩恵に浴することができるのは，

労働市場全体のごく限られた一握りの労働者にすぎない。したがって，これ

までの議論から明らかなように，「グローバル化によって開発途上国の間で

労働規制の切り下げ競争が起こり，それらの国々では労働者の厚生が著しく

損なわれている」といった主張をする「底辺への競争」（race to the bottom）
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のような考え方にも大きな疑問符が付けられるのである。

　つまり，開発途上国の労働者保護について緩和を求める側も強化を求める

側も，主張する内容は正反対であるにもかかわらず，労働法制が経済全体に

与える影響を実態よりも過大に評価しているという点では共通している。し

かし，実際には，開発途上国の経済発展および貧困削減に対して労働法制が

果たすことのできる役割は，かなりの程度限定的なものにならざるをえない

と考えられるのである⒀。

［注］
⑴　ただし，一口に解雇規制といっても，政府などの第三者機関から解雇につ
いて事前承認を得ることを義務付けるような厳しいものから，ある程度の合
理的な理由さえあれば雇用者側に解雇を行う裁量を認めるような緩やかなも
のまで，その具体的な内容は大きく異なる。
⑵　日本の労働法制の在り方についても，実証的な視点から活発な議論が行わ
れている。たとえば，江口［2004］，福井・大竹編［2006］，江口・神林
［2008］，奥平［2008］，労働政策研究・研修機構［2007］などを参照。
⑶　ただし，ヨーロッパの国々が一様に厳しい労働法制を施行しているわけで
はない。Botero et al.［2004］は，労働者保護の強さが各国間で大きく異なっ
ている根本的な要因は「法的起源」（legal origin）にあると議論し，大陸法の
国々よりも慣習法の国々の方が労働市場の規制（とくに，雇用と労使関係に
関する規制）がより緩やかであることを示している。Botero et al.［2004］に
よって作成された労働法制のインデックスによれば，ヨーロッパの国々のな
かでも，慣習法を持つイギリスやアイルランドはその他の大陸法の国々と比
較して労働市場の規制が緩やかであることが示されている（Botero et 

al.［2004］の表 3）。
⑷　「黙示的契約例外」とは，（正式な契約ではない）口頭での約束や就業に関
するマニュアル・ハンドブックの記載などであっても，それを逸脱して解雇
を行うことはできないとする規定である。また，「公共政策例外」とは，法令
で定められた権利の行使や内部告発などの公序良俗を守るための行為を理由
として，解雇を行うことはできないとする規定である。さらに，「誠実・公正
義務例外」とは，被雇用者の解雇は正当な理由をともわなければならないと
する規定である。
⑸　Autor et al.［2006］とMiles［2000］の間で実証結果が若干異なっているこ
とについて，Autor et al.［2004］は例外規定の適用の有無を判断する基準に違
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いがあるという点をその原因として挙げている。前者では，弁護士が任意雇
用原則の例外が認められたことをクライアントである企業に知らせるような
初めての判決が出された時期以降を例外規定が適用された期間としている。
それに対して，後者では，例外規定の法的な合理性を最も明確に打ち出した
判決が出された時期以降を例外規定が適用された期間としている。

⑹　Autor et al.［2006］では，1978～1990年の月次データを使用し，例外規定を
認める判決が出される直前の24カ月と判決が出されて以降の13~36カ月（ 2年
目と 3年目）を比較することで，例外規定の適用による効果を推定している。
ただし，判決が出された後の期間として60～84カ月（ 6年目と 7年目）をと
ると，例外規定の適用による効果の推定値は大きく減少し，統計的にも優位
ではなくなる。

⑺　つまり，例外規定の適用が行われた州（実験グループ）と行われなかった
州（対照グループ）を比較して，例外規定の適用が開始される前後の雇用・
賃金の変化にどの程度の違いがあるか（適用開始前後の差のグループ間の差）
を推定する手法である difference-in-differenceにもとづいて実証分析を行って
いる。後述する Besley and Burgess［2004］も同様の手法を用いて，インドに
ついて労働法制の影響を分析している。

⑻　「法の支配」の指標の値が大きくなるほど，その国において法による支配が
確立しているということを意味する。また，Kaufmann et al.［2009］によって
作成された「政府の効率性」（government effectiveness）や「規制の質」（reg-

ulatory quality）などの他の指標を用いても，経済水準との間に同様の相関関
係がみられる。

⑼　1947年労働争議法のより詳細な内容については，木曽［2003: 218-221］を
参照。
⑽　むしろ，この結果は，すべての登録部門の事業所に適用される「工場法」
（Factories Act, 1948）の影響によるものであると考えるのが妥当であろう。な
ぜなら，労働者寄りの労働争議法を施行している州では，工場法の内容も雇
用者を保護する傾向が強いのであれば，労働争議法が未登録部門にとどまる
かどうかという企業の選択にまったく影響を与えていなくても，第 2の仮説
と整合的な結果が得られるからである。工場法の具体的な内容については，
木曽［2003: 188-189］を参照。

⑾　各州に固有の線形のトレンド項を回帰式に加えた場合，労働法制が製造業
部門の生産額や都市部の貧困人口比率に与える効果の推定値は大きく減少し，
統計的な有意性も消えてしまう。その一方で，標準偏差は大きく変化してい
ない。

⑿　この点に関連して，Bhattacharjea［2006］は，Besley and Burgess［2004］
によって作成された労働法制の強さを表す指標の妥当性を批判的に検討して
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いる。それに対して，Ahsan and Pages［2008］は，Bhattacharjea［2006］の指
摘を考慮に入れた場合でも，Besley and Burgess［2004］と同様の実証結果が
得られると主張している。
⒀　その一方で，開発途上国の労働市場の在り方について，労働法制以外の点
で重要な論点をいくつか指摘することができる。一例として，労働市場にお
ける摩擦とそれによって引き起こされる非効率性の問題が挙げられる。開発
途上国では，求職および募集･採用が伝統的なネットワークやインフォーマル
な慣行に依存して行われる傾向が強いため，労働市場において非効率性が発
生しているとたびたび指摘される（Magruder［2010］，Munshi and Rosenzweig

［2006］）。これに関連して，インドの工場労働市場を調査した木曽［2003: 
175］は，伝統的なネットワークやインフォーマルな慣行に従って求職および
募集･採用が行われる背後には，採用時における労働者の教育・熟練度の軽
視，採用後の労働者の技能向上への低い関心，縁故を持つ者と持たない者の
間での雇用機会の格差といった構造的な問題を読み取ることができると指摘
している。
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